
第七号様式

（単位    円）

 固定資産 43,373,484,199 43,558,530,134 △ 185,045,935

有形固定資産 36,343,278,690 37,146,910,950 △ 803,632,260

土地 14,694,773,363 14,766,808,122 △ 72,034,759

建物 18,366,733,802 19,077,604,099 △ 710,870,297

構築物 1,185,222,552 1,217,644,271 △ 32,421,719

教育研究用機器備品 653,111,875 582,797,837    70,314,038

管理用機器備品 184,174,796 194,899,982 △ 10,725,186

図書 1,255,342,262 1,228,391,161    26,951,101

車両 3,920,040 5,880,040 △ 1,960,000

建設仮勘定 0 72,885,438 △ 72,885,438

特定資産 6,920,458,777 6,301,872,452    618,586,325

退職給与引当特定資産 679,515,180 807,754,282 △ 128,239,102

災害準備引当特定資産 8,149,481 8,149,481    0

減価償却引当特定資産 3,858,498,047 3,245,688,153    612,809,894

施設準備引当特定資産 2,374,296,069 2,240,280,536    134,015,533

その他の固定資産 109,746,732 109,746,732    0

差入保証金 103,470,000 103,470,000    0

電話加入権 3,576,732 3,576,732    0

有価証券 2,700,000 2,700,000    0

 流動資産 5,000,998,196 4,855,537,766    145,460,430

現金預金 4,762,788,198 4,624,610,049    138,178,149

未収入金 202,845,164 188,885,328    13,959,836

短期貸付金 0 64,076 △ 64,076

前払金 27,753,951 39,920,354 △ 12,166,403

立替金 806,549 982,557 △ 176,008

仮払金 6,804,334 1,075,402    5,728,932

　資産の部合計 48,374,482,395 48,414,067,900 △ 39,585,505

増          減本年度末 前年度末

貸    借    対    照    表

 資産の部

科　               目

令和　3年　3月31日



 負債の部                                                         

 固定負債 3,674,173,310 4,047,584,133 △ 373,410,823

長期借入金 2,093,750,000 2,318,750,000 △ 225,000,000

退職給与引当金 1,578,293,723 1,724,574,959 △ 146,281,236

長期未払金 2,129,587 4,259,174 △ 2,129,587

 流動負債 2,063,372,314 2,108,243,158 △ 44,870,844

短期借入金 225,000,000 225,000,000    0

未払金 190,698,679 177,545,625    13,153,054

前受金 1,381,983,231 1,432,827,631 △ 50,844,400

修学旅行費預り金 29,681,500 14,427,000    15,254,500

その他の預り金 236,008,904 258,442,902 △ 22,433,998

 負債の部合計 5,737,545,624 6,155,827,291 △ 418,281,667

 基本金 61,170,489,705 61,017,306,497    153,183,208

第１号基本金 60,568,762,072 60,415,578,864    153,183,208

第４号基本金 601,727,633 601,727,633    0

△ 18,533,552,934 △ 18,759,065,888    225,512,954

翌年度繰越収支差額 △ 18,533,552,934 △ 18,759,065,888    225,512,954

 純資産の部合計    42,636,936,771    42,258,240,609    378,696,162

48,374,482,395 48,414,067,900 △ 39,585,505

増          減

増          減

本年度末 前年度末

本年度末

 負債及び純資産の部合計

科　               目

 繰越収支差額

前年度末

科　               目

 純資産の部                                                     



1．重要な会計方針

（１） 引当金の計上基準

徴収不能引当金

　…未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上する。

退職給与引当金

　　                 四天王寺大学

 　　                四天王寺大学短期大学部

　…退職金の支給に備えるため、期末要支給額 1,433,278,074 円の100％を基にして、

　　　        　　  　私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した

　　　        　　  　金額を計上している。

  　　               法人会計

  　　               四天王寺高等学校

　　                 四天王寺東高等学校

  　　               四天王寺中学校

  　　               四天王寺東中学校

  　　               四天王寺小学校

 　        　　　　…退職金の支給に備えるため、期末要支給額 1,859,672,312 円から財団法人 大阪府私学総連合会

  　　      　　　　　よりの交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。

（２） その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

　…移動平均法にもとづく原価法である。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　…預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

２．重要な会計方針の変更等 なし

３．減価償却額の累計額の合計額 26,033,640,915 円

４．徴収不能引当金の合計額 0 円

５．担保に供されている資産の種類及び額 なし

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 1,781,561,154 円



７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1） 学校法人の出資による会社に係る事項

（２） 関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。


